























































































































































































































































































（General Data Protection Regulation）が可決され、その17条で、｢データ主体（本人）は自らに関する
個人データを削除してもらう権利を持ち、管理者は遅滞なく削除する義務を負う」と定めました。い





























































































調査と情報― ISSUE BRIEF― NUMBER 854（2015.3.10.）国立国会図書館
調査及び立法考査局行政法務課（今岡直子）




















検索エンジンサービスと忘れられる権利 － 23 －




















































1 東京新聞 2017年 2月 2日社説
2 産経新聞 2017年 2月 2日
3 東京新聞 2017年 2月 2日社説 中日新聞 2017年 2月 2日
4 中日新聞 2017年 2月 2日 東京新聞 2017年 2月 2日社説
5 中日新聞 2017年 2月 2日
6 さいたま 地裁平成 27年 12月 22日決定・判例時報 2282号 78頁
7 http://www.courts.go.jp/app/files/h
8 さいたま 地裁平成 27年 12月 22日決定・判例時報 2282号 78頁
9 毎日新聞 2015年 07月 02日
10 琉球新報 社説 2016年 3月 2日配信忘れられる権利
民間主導で基準 確立急げ
11 さいたま 地裁平成 27年 12月 22日決定・判例時報 2282号 78頁





原審 裁判所名 東京高等裁判所 平成 28年 7月 12日
投稿記事削除仮処分決定認可決定に対する抗告審の取消決定に対する許可抗告
事件平成 29年 1月 31日 第三小法廷決定
15 http://www.courts.go.jp/app/files/h











検索エンジンサービスと忘れられる権利 － 25 －





26 朝日新聞 2017年 2月 5日
27 平成 28年（許）第 45号投稿記事削除仮処分決定認可決定に対する抗告審の取消決定に対する許可抗告事件
28 毎日新聞 2017年 2月 1日
29 南日本新聞 社説 2016年 3月 13日
［忘れられる権利］｢知る権利」との均衡を
30 南日本新聞 社説 2016年 3月 13日
［忘れられる権利］｢知る権利」との均衡を




－ 26 － 日本経大論集 第47巻 第１号
